
西予市新エネルギー設備等導入費補助金交付要綱 

 令和４年３月18日 

西予市告示第64号 

(目的) 

第１条 この告示は、新エネルギー設備等のシステムを導入する者に対し費用

の一部を補助することにより、市民の環境保全意識の高揚を図るとともに、

地球温暖化を防止し、環境にやさしいまちづくりを推進するため、予算の

範囲内において西予市新エネルギー設備等導入費補助金(以下「補助金」と

いう。)を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(１) 住宅 居住の用に供する部分の床面積が、延べ床面積の２分の１以

上を占める一戸建ての住宅をいう。 

(２) 事業完了日 導入した次条に規定する補助対象システムの保証書に

記載されている引渡日をいう。 

(補助対象システム) 

第３条 補助金の交付の対象となる新エネルギー設備等の補助対象システム

(以下「補助対象システム」という。)は、別表に定めるとおりとする。た

だし、事業完了日から１年以内のものを対象とする。 

(補助対象者) 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、別表に掲げる者であって、住民基本

台帳法(昭和42年法律第81号)に基づき、市の住民基本台帳に登録されてい

る個人とする。 

 (補助対象経費及び補助金額) 

第５条 補助対象経費及び補助金額は、別表に定めるとおりとする。 

(補助金の交付申請及び請求) 

第６条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、事業

完了日から起算して１年を経過する日又は申請しようとする年度の２月末

日のうちいずれか早い日までに、西予市新エネルギー設備等導入費補助金

交付申請書兼請求書(様式第１号。以下「申請書兼請求書」という。)に関

係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(補助金の交付決定及び交付) 

第７条 市長は、申請書兼請求書を受理した場合は、速やかにその内容を審査

し、補助金の交付を決定したときは、補助金の交付額を確定し、当該申請



者に対し西予市新エネルギー設備等導入費補助金交付決定通知書(様式第２

号。以下「交付決定通知書」という。)により通知するとともに、補助金を

交付するものとする。 

(取得財産等の管理) 

第８条 前条の規定に基づき補助金の交付決定を受けた者(以下「補助事業者」

という。)は、補助対象システムを減価償却資産の耐用年数等に関する省令

(昭和40年大蔵省令第15号)に定める耐用年数(以下「法定耐用年数」とい

う。)の期間内において、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、

補助金交付の目的に従って適正な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、補助対象システムについて、市が送付する交付決定通知書

を備え、管理しなければならない。 

(処分の制限) 

第９条 補助事業者は、補助対象システムの法定耐用年数の期間内において、

当該補助対象システムを処分(売却し、譲渡し、交換し、貸与し、担保に供

し、又は廃棄することをいう。以下同じ。)しようとするときは、あらかじ

め市長に西予市新エネルギー設備等導入費補助金に係る財産処分承認申請

書(様式第４号)を提出し、その承認を受けなければならない。 

(交付決定の取消し) 

第10条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明した

とき。 

(２) 補助金の交付の条件に違反したとき。 

(３) 前条の規定に違反して、市長の承認を受けずに補助対象システムを

処分したとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が事業の施行について不正の行為

があると認めたとき。 

(補助金の返還) 

第11条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、当該取消しに係る部分に関し既に補助金を交付しているときは、期限

を定めて、当該補助事業者にその全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

(報告及び現地調査等) 

第12条 市長は、補助事業者に対し、必要に応じて補助対象システムの設置状

況等について報告を求め、又は現地調査等を行うことができる。 

(その他) 



第13条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

 (施行期日) 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 (この告示の失効) 

２ この告示は、令和９年３月31日に限り、その効力を失う。 

附 則(令和６年西予市告示第46号) 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表(第３条、第４条及び第５条関係) 

補助対象
システム 

設備要件 補助対象者 補助対象経
費 

補助金額 

家庭用燃
料電池(こ
の表にお
いて「エ
ネファー
ム」とい
う。) 

次の全ての要件を
満たすものである
こと。 
(１) 一般社団法人
燃料電池普及促
進協会の指定を
受け、又はそれ
と同等以上の性
能及び品質を有
するものと市長
が認めたもので
あること。 

(２) 未使用のもの
であること。 

次の全てに該当すること。 
(１) 自ら居住する市内の住
宅に補助対象システムを設
置した者又は自ら居住する
ために市内に補助対象シス
テム付きの住宅を購入した
者であること。 

(２) 自ら電力会社と電灯契
約を締結し、かつ、電力系
統連系に係る承認等を得て
いること。 

(３) 同一住宅においてエネ
ファームに係る補助金の交
付を市から受けていないこ
と。 

(４)えひめカーボンクレジッ
ト倶楽部への入会を希望す
る者であること。 

 

燃料電池ユ
ニット  貯
湯ユニット 
付 属 品 他 
配線・配線
器 具 の 購
入 ・ 据 付 
配管・配管
器 具 の 購
入 ・ 据 付 
上記工事に
付随する費
用 

補助対象経費
の実支出額又
は 100,000 円
のいずれか 
低い方の額と
する(当該額
に千円未満の
端数があると
きは，その端
数を切り捨て
る。) 

家庭用リ
チウムイ
オン蓄電
池(この表
において
「 蓄 電
池」とい
う。) 

次の全ての要件を
満たすものである
こと。 
(１) 蓄電容量が１
キロワットアワ
ー以上の蓄電池
部とインバータ
ー等の電力変換
装置とが一体的
に構成されたシ
ステムであるこ
と。 

(２) 一般財団法人
電気安全環境研
究所の認証を受
け、又はそれと
同等以上の性能
及び品質を有す
るものと市長が
認めたものであ
ること。 

(３) 未使用のもの
であること。 

次の全てに該当すること。 
(１) 自ら居住する市内の住
宅に補助対象システムを設
置した者又は自ら居住する
ために市内に補助対象シス
テム付きの住宅を購入した
者であること。 

(２) 自ら電力会社と電灯契
約を締結し、かつ、電力系
統連系に係る承認等を得て
いること。 

(３) 同一住宅において蓄電
池に係る補助金の交付を市
から受けていないこと。 

(４)えひめカーボンクレジッ
ト倶楽部への入会を希望す
る者であること。 

 

蓄 電 池 部 
電力変換装
置  付属品
他  配線・
配線器具の
購入・据付 
配管・配管
器 具 の 購
入 ・ 据 付 
上記工事に
付随する費
用 

補助対象経費
の実支出額又
は75,000円の
いずれか 低
い方の額とす
る(当該額に
千円未満の端
数があるとき
は，その端数
を切り捨て
る。) 

 

 


